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要旨：コンクリート構造物の健全性を非破壊で評価する手法として，弾性波法が広く利用されている。本手

法は，構造物表面にセンサを設置し弾性波を透過させ，伝搬速度から躯体内部の状態を評価するものである。

近年では複数の受信センサを用いた三次元トモグラフィにより，躯体内部の速度分布を可視化し，ひびわれ

や空隙などの損傷箇所を低速度領域として検出できる。しかしながら，トモグラフィ計測結果の速度分布，

すなわち躯体の均質性を評価する定量的な評価指標は存在していない。本研究では，梁供試体を用いた繰返

し載荷試験，および実構造物の計測結果から，コンクリート内部の均質性評価指標を検討した。 
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1. はじめに 

 コンクリート構造物の損傷や劣化，すなわち健全性を

非破壊で検査する手法の一つとして，構造物の表面から

超音波や打撃で弾性波を発生させ，入力点から受信点を

伝搬する弾性波の伝搬速度を評価指標とした弾性波法が

用いられている。近年では，受信センサを複数設置する

ことで，1 箇所の入力点から複数の受信情報を得ること

で，三次元トモグラフィを構築し，コンクリート内部の

速度分布を可視化することが可能である。ひびわれや空

隙等が存在する場合，弾性波はこれらの位置で屈折・回

折し，伝搬時間が長くなるため，そのセル内の弾性波速

度は遅くなる。これらの特徴を利用することで，弾性波

速度分布の低速度領域を損傷部位として評価できる 1)。 

弾性波を表す関係式は，弾性係数や密度，ポアソン比

と密接な関係をもつ物理量であることから，いわゆる「硬

さ」の要因が，速度に大きく影響を与えることが分かる。

そのため，既往の研究 2)が示すように，コンクリートの

強度と伝搬速度には，一定の相関が認められることが分

かっており，均質等方の弾性体の内部を伝搬する縦波の

伝搬速度は，健全なコンクリートで概ね 4000 m/s 程度以

上となることが知られている 3)。 

一方，例えば，コンクリートの打込高さが変われば，

上部より下部の方が骨材が自重で沈下し充填されるため，

伝搬速度が速くなることは，既往の研究 4)からも知られ

ているところである。すなわち，既往の研究が示す弾性

波速度の評価区分は剛性に起因した指標であり，これは

損傷や欠陥の有無の指標には必ずしもなり得ていないこ

とを示唆している。コンクリートの耐久性ではなく健全

性を評価する上では，剛性とは別に，特に躯体内部（か

ぶりより内側）の弾性波速度分布の状態，「均質性」を捉

える事がより重要と考えられる。しかしながら，躯体の

均質性を評価する定量的な評価指標は存在していない。

高強度な配合で施工はされずとも，欠陥が内在しないコ

ンクリート構造物は適切に評価される必要がある。そこ

で本研究では，弾性波法を用いたコンクリート構造物内

部の均質性を評価する指標について検討を行った。 

 

2. 実験概要 

 本研究では RC 梁供試体を作製し，曲げ載荷試験を行

う載荷の過程で弾性波速度の計測を行い，三次元トモグ

ラフィを構築し，コンクリートの状態と弾性波速度との

関係性を検討した。 

2.1 梁供試体の作製 

載荷方法は，単純支持条件下で，スパン中央の二点集

中載荷とした。載荷および支点位置については，試験体

形状寸法と合わせて，図－1に示す。梁供試体の上下位置

の主鉄筋，および載荷点と支点とを結ぶスータラップに

ひずみゲージを設置した。なお，梁供試体の製作に用い

たコンクリートは呼び強度18（試験値27.2 N/mm2），30

（試験値41.3 N/mm2）の2水準とし，供試体は各3体ずつ

作製した。 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 トモグラフィ計測方法 

先に呼び強度18，30の両梁供試体を1体ずつ用いて終

局荷重Puを算出し，これを元にトモグラフィ計測の載荷

荷重を 0Pu，0.4Pu，0.9Pu，0.95Puの4段階で設定した（表

－1，図－2参照）。載荷方法は，0.4Puで10回，0.9Pu，0.95Pu

では各5回の繰返し載荷とし，それぞれ所定の載荷荷重に
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図－1 梁供試体の概要図 
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到達した時は1分間荷重を保持したのち除荷することを

繰り返した。所定の繰返し載荷終了後の各段階で，弾性

波速度の計測を行い，梁供試体を三分割した中央部と端

部の片側一方で三次元トモグラフィを作成した（図－3参

照）。受信センサは供試体の側面に5×3（水平方向に

150mm間隔，鉛直方向に75mm間隔）の15点の受信センサ

を同時に設置し，対面の受信センサ位置で超音波（共振

周波数200kHz）を1点ずつ入力した。弾性波の入力後は，

15点の受信センサを1列がラップするようにし，端部から

中央部へと受信センサをずらして再度同様の計測を行っ

た。また計測は同作業を両面で実施した。なお，繰返し

載荷によって生じる損傷のレベルを3段階で示すことと

し，載荷前 0Pu時を「損傷レベル1」，0.4Puの載荷後を

「損傷レベル1」，0.9Puの載荷と0.95Puの載荷後を「損傷

レベル2」と区分した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 分析手法 

梁供試体が繰返し載荷を受け，かつ載荷荷重が段階的

に上がることで，コンクリートに損傷が発生し，徐々に

進展することで構造体としての均質性が損なわれていき，

測定結果にバラツキや差が生じると推定した。そこで分

析手法として，平均伝搬速度や変動係数，標準偏差以外

に，統計解析で用いられる，非相称性（歪度，尖度）や

四分位数範囲，k平均法を用いて，トモグラフィ計測結果

のバラツキを数値化する検討を行った。なお，各梁供試

体の中央部と端部のエリア毎で伝搬速度からトモグラフ

ィを作成した後結合し梁全体とした。中央部と端部の各

測点における伝搬速度の結果全てを用いて梁全体として

取り扱うこととした。 

3. 実験結果 

3.1 繰返し載荷後の伝搬速度分布と損傷レベルの関係 

 繰返し載荷終了後の呼び強度18，30の梁供試体におけ

るトモグラフィ計測結果の梁全体の伝搬速度を，ヒスト

グラムで整理した。トモグラフィ結果と併せて図－4に示

す。 

 無載荷状態の損傷レベル0の伝搬速度は，呼び強度18の

梁供試体では3000～3500m/sの範囲，呼び強度30の梁供試

体では4000～4500m/sの範囲で鋭く卓越し，尖度が高い分

布形状を示している。両供試体とも荷重が増加するにつ

れて，尖度が低くなり低速度領域に分布が広がる傾向を

示し，さらに損傷レベル2（0.95Pu）の終局荷重に近づく

と，正規分布が崩れ二峰性分布に近い傾向が生じた。 

三次元トモグラフィでは，コンクリートに発生した損

傷箇所を低速度分布領域として可視化できる。しかしな

がら，ある断面の速度分布を可視化以外に数値で定量的

に評価するには至っていない。ヒストグラムに認められ

るように正規分布に従わない傾向を示した場合でも，ヒ

ストグラムのゆがみ（非対称性）を数値で示すことが必

要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－1 繰返し載荷試験荷重 

供試体名 
荷重（t） 

Pu Py Pc 0.4Pu 0.9Pu 0.95Pu 

呼び強度18 5.0 4.9 0.8 2.0 4.5 4.8 

呼び強度30 5.3 5.2 1.1 2.1 4.7 5.0 

 

図－2 繰返し載荷試験のサイクル 
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図－3 弾性波トモグラフィ計測のセンサ位置 
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図－4 繰返し載荷後の伝搬速度分布と 

トモグラフィ結果 
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3.2 損傷レベルと標準偏差，尖度，変動係数との関係 

損傷レベルと標準偏差との関係を図－5，尖度との関

係を図－6，変動係数との関係を図－7に示す。 

今回の実験結果では，変動係数との相関係数は非常に

高い傾向にあったが，標準偏差や尖度の損傷レベルとの

相関係数はさほど高くない。標準偏差や尖度，変動係数

は正規分布に従う場合に高い相関が得られる指標であり，

頻度分布の特徴を表す指標ではあるものの，その傾向が

適切には捉えられていないことが分かる。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 損傷レベルと四分位数範囲との関係 

梁の全測定位置での結果を対象にして実施した分析

結果一覧を，表－2に示す。測定結果が正規分布に従わな

い場合でもバラツキを評価する方法として，四分位数範

囲を用いた検討を行った。結果を図－8に示す。第1四分

位数から第3四分位数までの範囲（データの中央50％部分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の範囲）に着眼した場合，変動係数と同程度の相関係数

が得られている。しかしながら，四分位数範囲は伝搬速

度に起因した剛性の影響を受けた指標である。そこで，

四分位数範囲の数値を平均伝搬速度で除して無次元化し，

剛性の影響を排除した新たな均質性の評価指標の構築を

試みた。結果を図－9に示す。四分位数範囲の結果と比較

して，平均速度で除した結果の方がより高い相関係数が

得られた。 

なお，その他の正規分布に従わない場合の統計手法と

して，k平均法（Vlk，Vlk/Vav，Vhk/Vlk，Slk）を実施し，

クラスタの分類から検討を試みたが，四分位数範囲/平均

速度の指標を越える相関は得られなかった。 

3.4 伝搬速度範囲との検討 

コンクリートの損傷が進行することで生じる伝搬速

度領域の拡大，すなわちバラツキを評価するのに際し，

四分位数範囲/平均伝搬速度での相関が高かったことを

考慮すると，限定した速度領域に着眼し指標化すること

が有益であると考えられた。また，ヒストグラムの分布

形状が左右非対称であることから，これらを検討要因と

して含め，伝搬速度の全データから対称・非対称になる

ように特定の範囲で複数サンプリングし，これらに平均

伝搬速度で除した指標で相関を確認した。ここでは紙面

の都合上，20-80％範囲，5-90％範囲，20-60％範囲の結果 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 繰返し載荷試験後の各分析結果一覧 

梁供試体 
損傷 

ﾚﾍﾞﾙ 

平均 

速度 

(m/s) 

標準 

偏差 

(m/s) 

変動 

係数 

(CV) 

四分位 

数範囲 

(m/s) 

四分位 

数範囲 

/速度 

歪度 尖度 

k平均法 

Vlk 

(m/s) 

Vhk 

(m/s) 

Vlk/ 

Vav 

Vhk/ 

Vlk 

Slk 

(%) 

呼び強度

18 

0 3826 426 0.11 617 0.16 -0.24 2.84 3220 4540 0.84 1.41 24.22 

1 3481 626 0.19 853 0.25 0.18 2.59 2805 4815 0.81 1.74 32.81 

2 3227 680 0.22 1041 0.32 0.11 2.02 2452 4333 0.75 1.84 35.94 

呼び強度

30 

0 4003 459 0.12 496 0.12 -1.14 5.90 2998 4634 0.75 1.63 17.19 

1 3710 648 0.18 1023 0.28 0.43 2.87 3053 5359 0.82 1.80 37.50 

2 3259 674 0.21 1154 0.35 0.17 2.15 2490 4441 0.76 1.80 32.81 

図－7 損傷レベルと変動係数との関係 

図－6 損傷レベルと尖度との関係 

図－5損傷レベルと標準偏差との関係  
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図－8 損傷レベルと四分位数範囲との関係 

図－9 損傷レベルと四分位数範囲/平均伝搬速度の関係 
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を図－10に示す。検討した全てのケースの中で，20-80％

範囲/伝搬速度が最も相関係数が高く，R2=0.98であった。

このことから伝搬速度範囲としては，20-80％範囲に着眼

することで精度良く均質性の評価に繋がると考えられた。 

 

4. 実構造物での検証 

 実構造物で弾性波トモグラフィ計測を実施し，かつ打

音や目視点検，ハツリ結果から，コンクリートの健全性

評価を行ったものを対象に，供試体で検討した均質性評

価手法を適用し有効性を検討した。調査対象構造物及び

調査結果一覧を，表－3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，ここで記載する損傷レベルS，Bとは，S：打音点

検や外観目視で不具合がないものを健全，B：豆板や締固

め不足施工不良，ひびわれ等が目視で確認できる損傷が

認められる状態と定めた。 

 

4.1 コンクリート全体の伝搬速度と内部の伝搬速度 

RC構造物下部工の橋脚梁部①は，締固め不足により，

柱部と梁部の付け根部でコールドジョイントが発生した

事例である（図－11参照）。調査では，締固め不足によ

る施工不良部が表層から内部に進展しているのかを，弾

性波トモグラフィ計測により確認したものである。この

調査における弾性波トモグラフィ計測の三次元トモグラ

フィ結果を図－12に，柱端部から柱内部方向に移動しな

がら輪切りにした各断面の速度コンター図（梁側面方向），

およびヒストグラムの結果を，図－13に示す。ここで図

－13に示す上段は，輪切りした断面全体の結果を表して

おり，中段の結果はかぶり部のコンクリートを除いた状

態（内部），下段の結果はかぶり部分のみ（外部）の結

果である。なお，弾性波トモグラフィ計測は，図－11に

示した赤色の塗り潰しに対して1m間隔で共振型AEセン

サ（60kHz）10個を受信センサとして設置し，その対面及

び梁部側面から0.5m間隔で鋼球径30mmのハンマで打撃

を行い弾性波を入力した。同計測を両面で実施して全デ

ータからセル内の伝搬速度を平均化し三次元トモグラフ

ィを構築した。ヒストグラムの結果から，全体の伝搬速 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－3 調査対象構造物及び調査結果一覧 

対象構造物 ﾃﾞｰﾀ名 
目視 

結果 

損傷 

ﾚﾍﾞﾙ 

PC構造物 

上部工 

T桁 

下ﾌﾗﾝｼﾞ部① 

下ﾌﾗ①1 健全 S 

下ﾌﾗ①11 健全 S 

下ﾌﾗ①5 空洞 B 

下ﾌﾗ①7 空洞 B 

I桁 

下ﾌﾗﾝｼﾞ部② 
I下ﾌﾗ 健全 S 

RC構造物 

下部工 

橋脚梁部① 

梁②2 空洞 B 

梁②3 空洞 B 

梁②4 健全 S 

梁②5 健全 S 

梁②6 健全 S 

梁1 健全 S 

橋脚柱部① 脚1 健全 S 

橋脚梁部② 梁2 空洞 B 

橋脚柱部② 脚2 空洞 B 

 
図－12 橋脚梁部①の三次元トモグラフィ結果 
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図－11 橋脚梁部①の不具合事例 

施工不良部の状況 施工不良部のハツリ後状況 

図－10 損傷レベルと特定の伝搬速度範囲との関係 
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度分布は，かぶり部（外部）が施工不良の場合，梁②6の

結果で確認できるように，全体のヒストグラムに大きく

影響を与えることが分かる。構造物全体で捉えた場合，

かぶり部は主に耐久性に影響し，内部は構造体に寄与す

る部分である。本研究で捉えたいのは，これまで取り扱

ってこなかった内部の均質性の定量評価であるため，外

部を除いた内部のみに着眼した検討を進めることとした。 

梁②2の内部断面は，表層にコールドジョイントがま

だ含まれている箇所であり，トモグラフィ結果では低速

度領域として適切に評価できている。一方，ヒストグラ

ムでは，梁載荷試験時の終局荷重に近づく傾向と似てお

り，分布形状として2つの山が認められる。梁②6は，ワ

イヤーソーで切断を行い内部に損傷がないことを確認し

た断面であるが，表層側に近い断面より伝搬速度は高速

度領域に分布し，かつ概ね一様な速度範囲であることが

分かる。ヒストグラムからも5000m/s程度の限定された伝

搬速度範囲で卓越したピークが認められている。 

4.2 実構造物での検証結果 

全ての調査対象の実構造物に対し，供試体で検討を進

めた20-80％範囲/平均伝搬速度の算出式を用いて，かぶ

り部を無視した内部断面のトモグラフィ計測結果に適用

し，損傷レベル毎で整理した。結果を，図－14に示す。

20-80％範囲/平均伝搬速度の値は，数値が高い程不均質

であることを示すが，損傷レベルSの最大値よりも損傷B

の梁②3が低い値を示しており区別ができていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

そこで，分母のとる範囲を平均伝搬速度ではなく，こ

れまで検討した結果から分母側の速度は小さくなる程明

瞭になる傾向があったことから，範囲の最小値である

20％，また下限値に近い1％速度を用いて区別化を検討し

た。結果を図－15，16に示す。分母20％速度で除した場

合は平均伝搬速度の場合と同様，区別ができていないが，

1％速度で除した場合では損傷レベルが数値で区別する

ことができた。そのため，分母のとる範囲には1％速度を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－13  橋脚梁部①の各断面のトモグラフィ計測結果とヒストグラム 

図－15 20-80％範囲/20％速度の結果 
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図－16 20-80％範囲/1％速度の結果 
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図－17 (20-80％範囲)3/1％速度の結果 
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図－14 20-80％範囲/平均伝搬速度の結果 
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適用することとした。しかしながら，単純に1％速度で除

しただけでは，明瞭な損傷レベルの仕分けには至ってい

ない。そこで違いをより明確にするため，分子の20-80％

範囲の値を累乗することで数値のスケールの違いを強調

する処理を行った。図－17に分子を3乗した結果を示す。

図－16と比較して，損傷レベルS，Bの閾値に幅を持たせ

ることができており，差が明瞭になったことが分かる。 

4.3 従来手法の伝搬速度と均質性評価指標との比較 

表－3に記した各実構造物の内部の躯体に対して，表

－4で示す従来手法である縦波伝搬速度（P波）を用いた

指標での区分けした結果を表－5に示す。P波速度での評

価区分の場合，目視で確認した損傷レベルの結果と一致

していない。例えば，図－14で示した梁②3の梁断面内部

は，柱側面から0.45m位置でコールドジョイントが発生

した影響がまだ残っている箇所である。弾性波トモグラ

フィ計測では，低速度領域として可視化で評価ができて

いるものの，断面全体を平均速度として示すだけである

ため，一部がコールドジョイントで不具合箇所が発生し

ていても見逃すこととなり，均質性を評価する定量的な

評価指標にはなり得ていないことが分かる。 

 表－6に，提案する（20-80％速度範囲）3/1％速度の評

価式での結果一覧を示す。評価区分の範囲については，

弾性波トモグラフィ計測の速度分布図，ヒストグラムの

分布形状が目視結果と整合が取れる数値で閾値を設定し

5段階評価で区分した。図－13で示した梁②2，および梁

②3の梁断面内部は「劣」，梁②6の梁断面内部は「良」に

区分けされ，弾性波トモグラフィ計測結果の速度分布状

況を適切に数値で提示できていると考えられる。 

 なお，実験で用いた梁供試体を評価式で区分したとこ

ろ，呼び強度18，30とも載荷前 0Pu時で「一般」，0.90Pu

の載荷後は「極劣」であった。 

 

5. まとめ 

コンクリート内部の均質性評価指標を提案した。実構

造物との目視結果，およびトモグラフィ計測結果とは良

好な整合性が得られており, 本指標で内部のコンクリー

トの均質性を評価できることを確認した。 
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表－4 伝搬速度と提案手法での評価区分 3),5) 

P波速度Vp(m/s) 評価 
区分 

(20-80%範囲)^3 
/1%速度 

max min max min 

>4570 優 5.0E+04> 

4570 3660 良 1.0E+05 5.0E+04 

3660 3050 一般 2.0E+05 1.0E+05 

3050 2130 劣 4.0E+05 2.0E+05 

<2130 極劣 4.0E+05< 

 
表－5 実構造物内部の P波平均伝搬速度結果 

ﾃﾞｰﾀ名 
目視 
結果 

損傷 
ﾚﾍﾞﾙ 

P波速度Vp 
(m/s) 

梁②6 健全 S 5109 

梁1 健全 S 4624 

I下ﾌﾗ 健全 S 4475 

脚1 健全 S 4415 

梁②3 空洞 B 4402 

梁②5 健全 S 4377 

梁②4 健全 S 4316 

梁2 空洞 B 4186 

梁②2 空洞 B 3883 

脚2 空洞 B 3778 

下ﾌﾗ①11 健全 S 3561 

下ﾌﾗ①1 健全 S 3487 

下ﾌﾗ①7 空洞 B 3117 

下ﾌﾗ①5 空洞 B 2627 

※損傷レベル S(健全)を塗り潰しで示す 
※P 波速度は，鋼球打撃により算出 

「優」 

「良」 

「一般」 

「劣」 

「優」 

「良」 

「一般」 

「劣」 

「極劣」 

表－6 実構造物内部の均質性評価指標での結果 

ﾃﾞｰﾀ名 
目視 
結果 

損傷 
ﾚﾍﾞﾙ 

(20-80%範囲)^3 
/1%速度 

脚1 健全 S 6.5E+02 

梁②4 健全 S 7.5E+04 

梁②6 健全 S 7.7E+04 

下ﾌﾗ①11 健全 S 8.1E+04 

梁②5 健全 S 8.6E+04 

I下ﾌﾗ 健全 S 9.6E+04 

梁1 健全 S 1.2E+05 

下ﾌﾗ①1 健全 S 1.6E+05 

梁②3 空洞 B 2.5E+05 

梁2 空洞 B 3.4E+05 

梁②2 空洞 B 3.4E+05 

下ﾌﾗ①7 空洞 B 9.2E+05 

脚2 空洞 B 1.1E+06 

下ﾌﾗ①5 空洞 B 1.6E+07 

※損傷レベル S(健全)を塗り潰しで示す 
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